
平成14年度

長門市決算
平成14 年度歳入歳出決算が、

平成15 年12 月の定例議会におい

て認定されましたのでその内容に

ついてお知らせいたします。

一 般 会 計

決算の状況
平成14 年度の一般会計 におけ

る歳入歳出決算額は、歳入総額が

119 億4, 099 万円 で、前年度の

108 億3, 212 万円と比較すると11

億887 万円( 10. 2%) の増、歳出

総額が117 億4, 867 万円で、前年

度の106 億3, 887 万円と比較する

と11 億980 万円( 10. 4%) の増

となり 、歳入総額及び歳出総額と

もに大幅な増となりました。

これは、ケ－ブルテレビ施設整

備事業、金子みす ’ゞ 記念館建設事

業における県支出金・市 債の増、

普通建設事業費の増が主な要因で

す。

収支の状況
区　 分 決算額

歳　　入
119 億4, 099 万円（Ａ）

歳　　出
117 億4, 867 万 円 （Ｂ ）

歳入歳出差引残高（Ａ）－（Ｂ）
1億9, 232 万円（Ｃ）

翌年度へ繰越すべき財源
2, 320 万円（Ｄ）

実質収支（Ｃ）－（Ｄ）
1億6, 912 万円

歳　 入
自主財源

･市税
28億1. 049万円
( 23. 5%)

繰越金
3億9, 152万円
( 3. 3%)
諸収入
3億1. 717万円
( 2. 7%)

その他
5億3, 291万円
( 4. 4%)

依存財源

地方交付税
32億1. 837万円
( 27. 0%)

市債
19億4, 220万円
( 16. 3%)

県支出金
16億416万円
( 13. 4%)

国庫支出金
6億5, 732万円
( 5. 5%)

その他
4 億6. 685 万円
( 3. 9%)

歳　出
目的別
総務費

30億6, 401万円
( 26. 1%)

民生費
22億2, 232 万円

( 18. 9%)

農林水産業費
14億3, 483万円

( 12. 2%)

公債費
12億7, 803万円

( 10. 9%)

土木費
11 億8, 604 万円

( 10. 1%)

教育費
8 億3, 116 万円

( 7. 1%)

衛生費
7億6. 713 万円

( 6. 5%)

その他
9億6, 515 万円

( 8. 2%)

性質別

義務的経費
人件費
21億2, 833万円
( 18. 1%)

公債費
12億7, 803万円
( 10. 9%)

･扶助費
10億3, 795万円
( 8. 8%)

投資的経費

一普 通建 設事 業費
34 億851 万円
( 29. 0%)

一災 害復 旧 事業費
824 万円
( 0. 1%)

その他の経費
補助費等
13億1, 176万円
( 11. 2%)
物件費
11億1. 908万円
( 9. 5%)

,繰出金
11億755万円
( 9. 4%)
その他
3億4. 922万円
( 3. 0%)

特 別 会 計
会　　計　　名 歳　　 入 歳　　 出 差引残高 備　　考

国 民 健 康 保 険 事 業 20億9, 035万円 20億3, 513万円 5, 522万円

公 共 下 水 道 事 業 12億3, 136万円 12億3, 136万円 0

湯　本　温　泉　事　業 1億963万円 1億963万円 0

同和地区住宅新築等資金
貸　　 付　　 事　　 業 455万円 455万円 0

老　人　保　健　事　業 33億9, 947万円 33億9, 473万円 474万円

漁業集落環境整備事業 8, 320万円 8, 320万円 0

農 業 集 落 排 水 事 業 3億3, 836万円 3億3, 828万円 8万円 差引残高8 万円は、翌年度へ繰越
すべき財源

介　護　保　険　事　業 12億649 万円 11億5, 656万円 4, 993万円

【用語解説】

Ｑ　 翌年度へ繰越すべき

財源とは？

Ａ　 当該年度で事業が完成
しない場合に、翌年度へ
繰越して使用する事業費
に対する財源です。

Ｑ　実質収支とは？

Ａ　 歳入歳出差引額から翌
年度へ繰越すべき財源を
控除した決算額です。
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